地　震　防　災　規　程

一般取扱所名

地　震　防　災　規　程

第１章　総　　　則
（目的）
第１条　この規程は、大規模地震対策特別措置法に基づく東海地震注意情報（以下「注意情報」という）の発表時及び警戒宣言発令時における地震防災について必要な事項を定め、大規模地震による災害の防止と、被害の軽減を図ることを目的とする。

（適用範囲）

第２条　この規程は、当事業所に勤務し又は出入りするすべての者に適応する。

第２章　平常時における対策

（施設の安全対策）

第３条　当事業所の安全性について、耐震検査等を行い、その結果に基づき補強等の整備を行う。

２　貯蔵タンク等の危険物取扱施設の地震動による転倒、移動、落下等二次的被害を予防するため取付け部分の補強等の措置を講ずる。

３　その他建築物、危険物施設等の点検整備の措置を別表１点検整備分担表により行うものとする。

第３章　注意情報発表時から警戒宣言発令時までの措置

（注意情報の伝達）

第４条　注意情報の発表を知った者は、速やかに所長又は他の職員に報告しなければならない。

２　所長は、職員に正確な情報の入手に努めさせ、直ちに別表２地震防災対策チェック表により応急対策の準備的な対応を講じさせる。

（職員の緊急動員）

第５条　隊員は、休日又は夜間において注意情報の発表を知った時、又は連絡を受けた時は、やむを得ない場合を除き、直ちに出動し応急対策の準備的な対応を講じなければならない。

第４章　警戒宣言発令時の措置

（自衛消防組織）

第６条　所長は、地震発生時に備え、自衛消防組織の編成及び任務分担の体制を整えておくものとする。

なお、自衛消防組織にあっては、予防規程第１６条で定めるとおりとする。

（応急活動）

第７条　警戒宣言が発令された時は、別表２地震防災対策チェック表による点検確認等の応急活動を実施する。

（警戒宣言発令時の伝達）

第８条　職員は、テレビ、ラジオ、又はサイレン等によって、警戒宣言の発令を知った時は、地震予知の内容を記録し所長に報告する。

２　所長は、報告を受けた場合等警戒宣言が発せられたことを確認した時は、警戒宣言が発せられたことを職員及び当事業所内にいるすべての者に周知する。

（警戒宣言発令時の応急対策）

第９条　所長は、警戒宣言が発令された場合は、当事業所内の客に対し避難を指示する。

２　所長は、警戒宣言が発令された場合は、別表２に定める応急対策を行い、別表３に定める資機材等を確認、確保する。

３　その他警戒宣言発令時の緊急措置は、別表４の行動基準により行うものとする。

第５章　地震発生時の措置

第１０条　地震により火災が発生した時は、消火活動にあたるとともに、関係機関（通信可能な場合、消防等）へ通報する。

２　地震により負傷者等が発生した時は、救護活動にあたるとともに、関係機関（通信可能な場合、消防等）へ通報する。

第6章 地震発生後の措置

第１１条　所長は、地震の揺れが鎮まった時、人員確認を行うとともに直ちに別表５に定める地震発生後チェック表に基づき点検を行い、支障をきたすものにあっては、直ちに応急措置をとる。

２　地震により危険物の流出漏えいが発生した時は、防止措置を行うとともに、関係機関（通信可能な場合、消防、警察、海上保安部等）へ通報する。

第７章　訓練及び教育・広報

（地震防災訓練）

第１２条　地震災害を最小限にとどめるため、訓練によって技術を習得し、各人が定められた分担を確実に果たすため、次の訓練を行う。

（１）個別訓練

情報伝達・避難訓練・消火訓練等を年１回以上実施する。

（２）総合訓練

個別訓練をまとめたものを年１回以上実施する。

２　職員が、市の行う防災訓練に参加するよう便宜を図る。

（地震防災に関する教育及び広報）

第１３条　職員に対する地震防災に関する教育は、次によるものとする。

（１）警戒宣言の性格及びこれに基づきとられる措置内容。

（２）地震予知に関する知識。

（３）地震予知情報等の内容。

（４）予想される地震及び津波に関する知識。

（５）地震予知情報が出された場合、及び地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識。

（６）職員が果たすべき役割。

（７）防災関係機関が講ずる地震防災応急対策等の内容。

（８）津波危険予想地域、がけ地崩壊危険地域等に関する知識。

（９）避難地及び避難経路に関する知識。

２　所長は、９条に定める応急対策を行ったときは、必要に応じて、その旨を近隣住民等に広報する。

附則

この規程は、　　　年　　月　　日から施行する。

※　施設の位置図を添付すること。
別表１（第3条関係）
点検整備分担表

	対象物
	点　　検　　事　　項
	点検担当者

	建　物　等
	・建築物の耐火、耐震性に異常はないか

・建物（木造）の土台が老朽化していないか

・外壁、内壁に亀裂による落下のおそれはないか

・出入口、廊下、階段に転倒、落下物がないか

・照明器具、時計等の取付状況はどうか

・防火扉の破損、作動状況はどうか

・機材、設備が振動で倒壊するおそれはないか
	

	火気使用設備器具
	・火気使用設備（ボイラー、ガス関係設備、喫煙所、湯沸所）、火気使用器具（炊事器具、暖房器具、電気器具全般）の安全性及び耐震性はどうか

・火気使用設備などの転倒、落下しないか

・火気使用器具の台座が安全になっているか

・周囲から転倒、落下するものはないか

・火気使用器具の周囲に燃えやすい物が置いてないか

・ボンベ等の燃料容器の転倒防止ができているか
	

	危険物施設
	・貯蔵位置、貯蔵量、取扱状況、可燃物放置の有無

・危険薬品の保管場所付近の火気取締状況

・高架タンク等が落下、転倒のおそれはないか
	

	消防用設備等
	・消火器等が指定された場所にあるか

・消火器が振動で転倒、落下することはないか

・避難誘導設備、消火栓、火災報知器の管理はどうか

・放送設備、警報機の非常電源は確保されているか

・消防用設備の耐震性はどうか、標示におちはないか
	

	電気設備

及び人命

安全
	・トランス容量、電灯、動力配線の状況はどうか

・電気を動力とする機械器具の状況はどうか

・人名危険の是非及び安全な避難経路の確保
	


別表２（第4条、第７条、第９条関係）
地震防災対策チェック表

	実　　施　　事　　項
	注意情報
発表時適否
	措　置
	警戒宣言

発令時適否

	タンク、容器の転倒防止
	
	
	

	配管等の安全確認
	
	
	

	棚等からの落下物
	
	
	

	火気使用設備の停止
	
	
	

	LPGボンベ等の固定
	
	
	

	油処理剤の確保
	
	
	

	主要出入口の解放
	
	
	

	飲料水の確保
	
	
	

	非常食料品の確保
	
	
	

	医薬品、衛生品の確保
	
	
	

	乾電池の確保
	
	
	


	注意情報発表時
	点検完了日時
	

	
	点検者氏名
	

	警戒宣言発令時
	点検完了日時
	

	
	点検者氏名
	


別表３（第９条関係）
防災資機材等の確認・確保
	防災資機材等
	・ eq \o\ad(ロープ,　　　　　)　　　　（　　　本）

・ eq \o\ad(懐中電灯,　　　　　)　　　　（　　　個）

・ eq \o\ad(油吸着剤,　　　　　)　　　　（　　　枚）

・携帯ラジオ　　　　（　　　個）

・ヘルメット　　　　（　　　個）

・ eq \o\ad(乾燥砂,　　　　　)　　　　（　　　袋）
	保管場所
	

	食料品
	・飲　料　水　　　　（　　　ℓ）

（目安：１人１日３ℓ）

・乾パン・クラッカー（　　　食）

・レトルトごはん　　（　　　食）
	保管場所
	

	医療用品
	三　角　巾

包　　　帯

ガ　ー　ゼ

消　毒　液

脱　脂　綿
	保管場所
	


別表４（第９条関係）
警戒宣言発令時等の製造所・一般取扱所における行動基準




別表５（第１１条関係）
地震発生後チェック表

	実　　施　　事　　項
	適　否
	措　　置

	タンク配管等の亀裂、損傷
	
	

	危険物取扱設備の損傷
	
	

	油漏れの有無
	
	

	建築物、工作物の損傷
	
	

	電気配線、器具
	
	

	消防用設備等の機能
	
	

	階段、通路の障害物
	
	

	主要出入口の開放
	
	

	ガス、蒸気配管の損壊
	
	

	窓ガラスの破損箇所
	
	

	屋外看板等に危険な箇所
	
	


	点検完了日時
	

	点検者氏名
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すべての製造施設の運転及び作業を停止する





補修資機材→点検及び必要な場所に配置分散





製品・原料置場→落下・転倒予防措置





非常通報・警報設備→非常電源等作動確認





配管類→バルブ閉止





ポンプ設備→電源遮断





消火設備→作動点検・水利確保・消火機械配置





安全装置（緊急停止）→作動点検・開閉確認





電気設備→機械・電熱等電源遮断





火気設備→ボイラー・焼却炉遮断確認





保安要員以外の者の帰宅又は避難





注意情報、警戒宣言発令





保安要員（運転中は運転要員も）の待機





災害発生時の任務分担の確認





応急措置修了の報告・確認





必要最低限度内で運転





次の事項を確認する





施設（設備）が運転されているかどうか





警戒・連絡係


救急・救護係


その他





応急要員に対し、それぞれ保安上の任務を指示





応急要員等の点呼





情報の収集・伝達





警戒本部の設置





外来者・帰宅者の点呼





従業員・外来者へ周知





非常呼集





夜間・休日等





補修資機材→点検及び必要な場所に配置分散


製品・原料置場→落下・転倒予防措置


非常通報・警報設備→非常電源等作動確認


消火設備→作動点検・水利確保・消火機械配置


安全装置（緊急停止）→作動点検・開閉確認
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